
～H28 H29 H30 H31 H32 H33～H37

ICT土工

ICT舗装 ICT浚渫工

i-Bridge

他工種への拡大
（トンネル、ダム、
維持管理等）

コンクリート工

施工時期の平準化

3Dデータの利活用

コンソーシアム設置
目標（KPI）設定、マネジメント

建設生産プロセスにおける
3次元データの集積・共有

オープンデータ
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○基準類の改訂(検査等15基準、積算基準)、
発注方式の決定（H27年度末）
○発注・施工（ICT土工方式：直轄）
⇒584件実施中（H29.3現在）
○人材育成（講習・実習）⇒約36，000人参加
○効果の確認、基準類・発注方式等の見直し

○基準類、発注方式等の見直し
⇒3次元UAV測量の基準緩和等
○発注・施工（自治体に拡大）
○人材育成（講習・実習）

○各年度にPDCAサイクルを適用

○ICT土工方式の拡大（直轄・自
治体）

○ICT活用・休日拡大の効果検証

i-Construction推進に向けたロードマップ（案）

○発注・施工（ICT舗装方式・ ICT浚渫工方式：直轄）
○人材育成（講習・実習）
○効果の確認・基準類・発注方式等の見直し

○i-Construction推進コンソーシアムの設立(1/30)

○現場の実態調査等による進捗・効果の確認・検証
○生産性の向上効果を把握するためのKPIの継続的な検討

○コンソーシアム運営（企画委員会、技術開発WG、３Dデータ流通WG、海外標準WG）

©大林組

○３Ｄデータ利活用方針の策定
〇３Dデータ利活用ルールの整備
〇プラットフォーム構築

・計画的な業務遂行
・収入安定、週休二日
・人材・機材の効率的配置

○国債の更なる活用、自治体における取組拡大等により４～６月の工事稼働率
を向上

平
準
化

○各年度にPDCAサイ
クルを適用

○ICT活用方式の拡大
（直轄・自治体）

○ICT活用・休日拡大の
効果検証

【トンネル、ダム、維持管理他】
○ICT技術の適用性検討
○必要な基準類、発注方式等の改訂

○基準類の改訂
〇積算基準策定
○発注方式の決定

○橋梁上部のICT等適用範囲検討
○基準類の改訂
○積算基準策定
○発注方式の決定

○CIMガイドライン整備 ○建設生産プロセス全体における3次元モデル
構築と適用拡大

３

D
デ
ー
タ

利
活
用

〇オープンデータ化

○KPIの設定
・ICT工事件数
・ICT工事実施自治体数
・休日の拡大（日/工事・4週）
2020年までに4週あたり1日増

ＫＰＩ ←ＫＰＩとして設定する項目

○2か年国債の更なる活用
H27年度 ： 約200億円 ⇒ H28年度 ： 約700億円 ⇒ H29年度 ： 約1,500億円

○当初予算における『ゼロ国債』の設定（約1,400億円）

○地域単位での発注見通しの統合・公表

年度
項目

H3１年に橋梁、トンネル、
ダム、舗装の整備、維持管理
へのICT導入拡大

H3１年に公共工事の３
次元データを利活用する
ためのルール及びプラッ
トフォームの整備

○全ての建設生産プロセスでICTや3次元データ等を活用し、2025年までに建設現場の生産性2割向上を目指す。
○建設現場の生産性向上に資する「i-Construction」を着実に進めるため、以下の取組を推進する。

○現場施工効率化に関するガイドライン策定
（機械式鉄筋定着（7月公表）、流動性を高めたコンク
リート、機械式継手など）

○直轄、自治体における活用拡大
○PDCAの適用等（各年度）

○生産性向上に関するガイドライン策定
（生産性向上に資する設計・施工における配慮事項の整理）

○ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ活用に向けたガイドライン策定
（継手の性能評価方法、橋梁ﾌﾟﾚｷｬｽﾄの適用範囲拡大）
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